
子どもの家庭福祉
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前期 ５問



問１ 次の文は、児童家庭福祉の理念に関する記述である。不適切な記述を一つ選びなさい。

１．「児童憲章」は、日本国憲法の精神にしたがい、児童に対する正しい観念を確立し、すべての児童の

幸福をはかるために定められた。

２．「児童福祉法」には、全て児童は、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、適切に養育される

ことその他の福祉を等しく保障される権利を有することが明記されている。

３．「児童憲章」には、全て国民は、社会のあらゆる分野において、児童の年齢及び発達の程度に応じて、

その意見が尊重されるよう努めなければならないことが明記されている。

４．「児童福祉法」では、国及び地方公共団体は、児童を家庭及び当該養育環境において養育することが

適当でない場合にあっては児童ができる限り良好な家庭的環境において養育されるよう、

必要な措置を講じなければならないことが明記されている。

５．「児童福祉法」には、児童の保護者は、児童を心身ともに健やかに育成することについて第一義的

責任を負うことが明記されている。



回答

解説

3

「児童憲章」ではない。「児童福祉法」の内容である。※児童福祉法第２条

３．「児童憲章」には、全て国民は、社会のあらゆる分野において、児童の年齢及び発達の程度に

応じて、その意見が尊重されるよう努めなければならないことが明記されている。

×



問２ 次の文は、子ども観の変遷に関する記述である。不適切な記述を一つ選びなさい。

１．エレン・ケイ（Key, E.）は、1900 年に著した『児童の世紀』において、子どもが教育を受ける

権利を享受することによって主体的に育つ可能性を示した。

２．ルソー（Rousseau, J.-J.）は、1762 年に『エミール』において、「子ども期」の重要性を指摘した。

３．アリエス（Aries, P.）は『＜子供＞の誕生』において、17 世紀までの西欧では、子どもは

「小さな大人」として扱われ、労働に従事し、大人との違いは明確に意識されていなかったと主張した。

４．1601 年にイギリスで成立した「エリザベス救貧法」では、子どもは、有能貧民、

無能貧民とともに保護の対象であることを示した。



回答

解説

5

偽り 「恤救規則」の対象者には１３歳以下の孤児も含まれている。

５．1874 年に通達された「恤救規則」では、公的救済の対象を、子どもを除く、

家族の扶養を受けられない者とした。



問３
次の文は、児童に関する法律等についての記述である。適切な記述を○、不適切な記述を×とした場合の

正しい組み合わせを一つ選びなさい。

A.「特別児童扶養手当等の支給に関する法律」は、特に経済的に厳しいひとり親家庭の子どもに

対する現金給付に関して定めている。

B.「児童福祉法」は、障害児相談支援給付費及び特例障害児相談支援給付費の支給に関して定めている。

C.「児童手当法」に基づく児童手当は、児童を養育している者に対して支給される。

D.「発達障害者支援法」は、成人以降の発達障害者支援を対象とした法律であり、発達障害児支援に

関しては「児童福祉法」に規定されている。

1 ○ × ○ ×

2 ○ × × ○

3 × ○ ○ ×

4 × ○ × ×

5 × × ○ ○

（組み合わせ） A B C D



回答

解説

3

Ａ 誤り 「特別児童扶養手当等の支給に関する法律」は、重度障害児、障害児の養育者、

重度障害者等に対し、現金給付について定めている。

Ｂ 正しい 記述通りである。

Ｃ 正しい 記述通りである。

Ｄ 誤り 「発達障害者支援法」は、発達障害児支援についても規定されているため。

〇

×

〇

×



問４ 次の文は、わが国の少子化に関する記述である。適切な記述を○、不適切な記述を×とした場合の

正しい組み合わせを一つ選びなさい。

A.1989（平成元）年の合計特殊出生率は、1966（昭和 41）年（丙午: ひのえうま）を下回る1.57 を記録した。

B.近年、女性の未婚率は上昇を続け、2010 年の「国勢調査」（総務省）では、30 ～ 34歳の女性約3 人に1 人が

未婚であった。

C.結婚年齢が高くなる晩婚化が進行しており、「人口動態統計」（厚生労働省）によると、2014（平成26）年に

おける平均初婚年齢が男女ともに32 歳を超えた。

D.「人口動態統計」（厚生労働省）によると、2014（平成26）年の第1 子出生時の母の平均年齢は28 歳未満で

あった。

E.「人口推計（2015 年国勢調査人口速報集計による人口を基準とした 2015 年10 月１日現在確定値）」

（総務省）によると、少子高齢化に伴い、65 歳以上の人口が全人口の3 分の１を超えた。

1 ○ ○ ○ ○ ○

2 ○ ○ × × ×

3 ○ × ○ × ○

4 × ○ ○ ○ ×

5 × × × × ○

（組み合わせ） A B C D E



回答

解説

2

A 適切な記述である。記述通りである。

B 適切な記述である。記述通りである。

C 偽り

平均初婚年齢の年次推移（厚生労働省）によると、2014（平成26）年における

平均初婚年齢が男性31.1歳、女性29.4歳と記載されている。

D 誤り

「人口動態統計」(2014年)では第１子出生時の母の平均年齢は、30.6歳である。

E 誤り

「人口推計」(2015年)では65歳以上の人口割合は26.7％である。

全人口の3分の1は超えていない。

〇

〇

×

×

×



問５
次の文は、「児童の権利に関する条約」第27 条の一部である。（ Ａ ）～（ Ｃ ）にあてはまる

語句の正しい組み合わせを一つ選びなさい。

１．締約国は、児童の身体的、精神的、道徳的及び（ Ａ ）な発達のための相当な生活水準についての

すべての児童の（ Ｂ ）を認める。

２．父母又は児童について責任を有する他の者は、自己の能力及び資力の範囲内で、児童の発達に必要な

（ Ｃ ）を確保することについての第一義的な責任を有する。

1 知的 主張 養護

2 知的 権利 生活条件

3 社会的 意見 養護

4 社会的 権利 生活条件

5 社会的 意見 生活条件

（組み合わせ） A B C



回答

解説

4

第27条「児童の権利に関する条約」より、Ａ「社会的」、Ｂ「権利」、Ｃ「生活条件」

の順である。

第27条

1 締約国は、児童の身体的、精神的、道徳的及び社会的な発達のための相当な生活水準に

ついてのすべての児童の権利を認める。

2 父母又は児童について責任を有する他の者は、自己の能力及び資力の範囲内で、

児童の発達に必要な生活条件を確保することについての第一義的な責任を有する。


